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研究主題及び主題設定の理由Ⅰ

研究主題

個人と社会とのかかわりに着目して、社会的事象を多面的・多角的に考察し、

公正な判断力や表現力を育てる指導の工夫

平成１６年１２月、公表されたＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査の結果を、国は「学力は国際

的に見て上位にあるが、読解力など低下傾向にあり、世界最上位とはいえない状況となってい

る。授業を受ける姿勢はよいが、学ぶ意欲や学習習慣に課題がある」と分析した。学力の向上

は国民的な関心事であり、学校は児童・生徒の「確かな学力」の向上を図るため、学ぶ意欲を

高める指導や個に応じた授業の工夫などがさらに求められている。

この「確かな学力」は、社会科においては、国際社会に主体的に生きる日本人としての資質

や能力を広い視野に立った社会認識を通して育成するための 「自ら学び、自ら考える力」で、

あり 「社会の変化に主体的に対応できる資質や能力」ととらえることができる。、

中学校学習指導要領解説社会編では、社会科で身に付けさせることとして 「各分野の特質、

を生かして調べ方や学び方、見方や考え方を学ぶことができるようにするとともに、全体を通

して公正さに留意して多面的・多角的な思考・判断ができるような学び方を身に付けること」

と説明している。このことから、授業においては、社会科の特質を生かした学び方を身に付け

させ 「多面的・多角的に考察し、公正な判断力や表現力」を育てる学習を進めることが重要、

である。

、 、 。以上のことを踏まえ 本研究部会では 公民的分野の研究を二つの分科会で行うこととした

研究においては、中学校学習指導要領社会科公民的分野の目標（２ 「民主政治の意義、国民）

の生活の向上と経済活動とのかかわり及び現代の社会生活などについて、個人と社会とのかか

わりを中心に理解を深めるとともに、社会の諸問題に着目させ、自ら考えようとする態度を育

。」 「 」 、 、てる における 個人と社会とのかかわり に着目し 調べて追究し発表する学習活動から

政治、経済についての見方や考え方の基礎を養いたいと考えた。また、発表することにおいて

は、学習で得た知識、結論や結論を導き出した過程を、具体的、論理的に説明できる表現力の

育成が大切であると考え、研究主題を「個人と社会とのかかわりに着目して、社会的事象を多

、 」 。 、面的・多角的に考察し 公正な判断力や表現力を育てる指導の工夫 とした 授業においては

具体的な事実を素材にして作業的、体験的な学習や問題解決的な学習などの学習活動を通じて

生徒自身が実際に探究し、社会的事象の本質や関連をとらえる基本的な考え方や概念が理解で

きるよう工夫を図った。
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Ⅱ 公民的分野（第１分科会）の研究内容

１ 研究副主題および副主題設定の理由

研 究 副 主 題

作業的・体験的な学習を通して、社会的事象への関心を高め、多面的・多角的な見方

や考え方を育てる指導の工夫

（１） 研究のねらいと研究の仮説

国立教育政策研究所教育課程研究センターの「平成 年度 教育課程実施状況調査 教科別15

分析と改善点(中学校・社会)」においては、公民的分野における調査結果の主な特色として、

。 「 、次のように指摘している 中項目別では 国や地方公共団体が果たす経済的な役割や財政など

経済的諸事象をとらえる見方や考え方を形成する基本的な概念を理解しているかどうかを問う

問題などが通過率が設定通過率を下回っていると考えられ 、評価の観点別では「複数の資料」

から読み取った情報をもとに表現することができるかどうかを問う問題について、通過率が設

定通過率を下回ると考えられる」である。そして指導上の改善点として 「関係」をとらえる、

力や「比較」を通して特色を見いだす力を発揮させる学習指導の工夫、資料の用い方など追究

の仕方を身に付けさせる学習指導の工夫、見方や考え方を形成する基本的な概念を身に付けさ

せる学習指導の工夫、資料を読み取り表現させる学習指導の工夫をあげている。さらに社会資

本や国や地方公共団体の経済的役割など抽象的な概念に対応した具体的な事例を教材化して追

究させる指導の工夫に言及している。

中学校学習指導要領社会科においても、公民的分野の目標( )で「現代の社会的事象に対す4

る関心を高め、様々な資料を適切に収集、選択して多面的・多角的に考察し、事実を正確にと

らえ、公正に判断するとともに適切に表現する能力と態度を育てる」ことが述べられている。

これを受けて、内容( )に関して中学校学習指導要領解説社会編では「経済に関する内容の学2

習においては、経済活動が我々の社会生活にあらゆる面で密接なかかわりをもっていることを

踏まえながら、今日の経済活動に関する諸課題に着目させ、自ら考えようとする態度を育てる

ことが大切である 」とあり、内容の取扱い( )イには「日常の社会生活と関連付けながら具。 1

体的事例を通して政治や経済などについて見方や考え方の基礎が養えるようにする」とある。

また、指導計画の作成と内容の取扱い２では「資料を選択し活用する学習活動を重視するとと

もに作業的、体験的な学習の充実を図るようにする」とあり、これは諸資料に基づいて多面的

・多角的に考察するとともに、生徒が自らの直接的な活動を通して社会的事象をとらえ、認識

を深めていくことを期待したものであると言える。そこで本分科会では 「生徒が作業的・体、

験的な学習に取り組むことにより、経済の基本的な概念についての関心を高めることや理解を

深めることとともに多面的・多角的な思考力や適切な表現力を養うことができるのではない

か」と考え、研究の仮説とした。研究仮説の検証に当たっては 「抽象的な概念を具体的な事、

例として教材化し、作業的な学習とする指導の工夫」を目指すこととした。
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（２） 研究の題材

公民的分野は、生徒が生きている現代社会を概観し、その特色に気付くとともに、個人と社

会とのかかわりについての見方や考え方の基礎を養うことにより、この分野の基本的な学習の

観点を身に付けさせる内容と構成であると考えられる。

これを踏まえ、本分科会では研究の題材として、中学校社会科学習指導要領公民的分野の内

容( )「国民生活と経済 イ国民生活と福祉」を取り上げることとした。この中項目は「国や地2

方公共団体が果たしている経済的な役割 について考えさせるために 社会資本の整備 や 租」 「 」 「

税の意義と役割及び国民の納税の義務」などを理解させるとともに「限られた財源の配分とい

う観点から財政について考えさせる」ことをねらいとしている。これらのことを作業的・体験

的な学習を通して追究させることで経済的諸事象の基本的な概念を理解させ、生徒の多面的・

多角的な思考力・判断力を養う指導の工夫として研究仮説の検証に当たれるのではないかと考

えたからである。そこで本分科会では、この中項目を「町づくりから考える財政」として単元

の計画に取り組み、具体的な事例の教材化を試みることとした。

（３） 指導上の工夫

前述の通り、経済に関する内容の学習においては、経済活動が我々の生活にあらゆる面で密

接なかかわりをもっていることを踏まえながら、今日の経済活動に関する諸課題に注目させ、

自ら考えようとする態度を育てることが大切である。経済的諸事象をとらえる見方や考え方を

形成する基本的な概念は、相互に関連し合ってまとまりのある内容－実態としての経済的諸事

象－を構成しており、それぞれの指導内容と全体との有機的な関連を図る必要がある。同時に

研究を進めるに当たっては、中学校学習指導要領社会科公民的分野の内容の取扱い( )イにあ3

るように 「全体として、細かな事柄、制度や仕組みの学習に深入りすることを避け、あらま、

しについて理解させること」と「 財政』については、少子高齢社会など現代社会の特色を踏『

まえて考えさせること」に留意する必要がある。

言うまでもなく実際の「町づくり」のために必要な事項は複雑多岐にわたる。研究をより確

かなものにするためにも、本分科会では研究構想の実践に当たって①何をどこまでどのように

取り扱うのか、②単元計画とそれぞれの授業案をどうするのか、③「町づくり」をどのように

教材化するのか、等についての検討を重ねた。その結果 「市長になって町づくりを考え、限、

られた財源の中で資料を基に比較や検討をし、予算案として市民に説明する」という授業案を

構想した。具体的には「架空の町(地図はｐ７参照)の限られた予算から警察等の必要な機関を

選択して設置していく授業」であり、①学習活動および現実の社会的事象への関心－財政とい

う点からの個人と社会とのかかわりについての関心－を高める機会となることを期待し、あわ

せて②地方公共団体が果たすべき経済的役割を理解すること、③地方公共団体の経済活動のた

めの財源には限りがあることに気付き、適切な資料に基づいて財源の望ましい配分のために多

面的・多角的な考察をすること、④学習した成果を予算案として具体的かつ論理的に説明する

ことで、適切に表現する能力と態度を養うことを主なねらいとしたものである。なお、地図に

、 「 （ ）」ついては市販のパソコンソフトを用いて作成し 生徒が選択する機関は アイコン ｐ７参照

として表示することとした。
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２ 検証授業

（１） 単元名 国民生活と福祉

この単元の学習では、市場の働きにゆだねることが難しい諸問題に対する国や地方公共団体

の経済的役割について考えさせること、また租税の意義と役割及び国民の納税の義務について

理解させ、限られた財源の配分という観点から財政について考えさせることなどを主なねらい

としている。ここでの学習は我々の社会生活にあらゆる面で密接にかかわりをもっているもの

だが、生徒にとっては抽象的な概念として理解が不足する面が指摘されている。そのため、で

きるだけ具体化された事例として内容を取り扱う指導の工夫を図る。

（２） 研究仮説の検証に当たって

本分科会では、具体的な事例を「町づくりから考える財政」として教材化することを試み、

研究仮説の検証に当たった。生徒の変容については、授業時に使用するワークシートに記入さ

れた生徒の考えや「単元終了時の町づくり」の際のアンケート、及び授業における発言等の記

録に着目することにより、

・ 学習活動および現実の社会的事象に対する関心を高められたか

・ 国や地方公共団体の経済的役割を理解できるようになったか

・ 適切な資料に基づいて多面的・多角的な考察ができるようになったか

・ 公正に判断するとともに適切に表現する能力や態度が形成されたか

という観点で検証する。

（３） 単元の目標

① 市場の働きにゆだねることが難しい諸問題に対して、国や地方公共団体が果たしている

経済的な役割をとらえる。

② 租税の意義と役割を理解するとともに、限られた財源の配分という観点から、財政を理

解する。

③ 少子高齢社会など、現代社会の課題を考える。

（４） 指導計画（６時間扱い）

① 市長になって町をつくろうⅠ（１時間） ④ 社会保障と国民の福祉（１時間）

② 政府の仕事と租税（１時間） ⑤ 市長になって町をつくろうⅡ

③ 財政のはたらき（１時間） （２時間）

（５）単元の構造について

この単元の第１時間目である、①市長になって町をつくろうⅠでは、市民の声や予算、施設

等にかかる必要経費など制約を設けず、生徒が自由な発想で町のキャッチフレーズを考え、そ

れを基に町づくりを行い、理想の町を発表する。この①の授業が単元の構造上、導入部分にあ

たり、作業的・体験的な学習として興味・関心をもたせる契機となるようにする。また、この

町づくりが「制約のない理想」の町であればあるほど、②以降の学習内容での「気付き」の場
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面が多くなり、学ぶ意欲が高まると期待できる。②～④の授業を通じて財政の働き等の内容の

理解を深めた上で、⑤市長になって町をつくろうⅡでもう一度町づくりを行う。その際、②～

④の学習で身に付けた知識を生かし、限られた財源や市民の声、建築費等の条件も踏まえ、市

民のために多面的・多角的に考えた町づくりを行う。そして、⑤の授業の町づくりでは、町の

キャッチフレーズや特色を考えるとともに、予算をグラフ化することにより町の特色を表現さ

せている。また、発表は根拠となる資料に基づいて発表することにより、公民的分野に求めら

れている表現力を身に付けさせるねらいをもっている（使用するワークシート等はｐ８～１０

参照 。）

① 市長になって町をつくろうⅠ

② 政府の仕事と租税

③ 財政のはたらき

④ 社会保障と国民福祉

⑤ 市長になって町をつくろうⅡ

（６） 本時の指導（市長になって町をつくろうⅡ ２時間扱い）

① 本時のねらい

ア 限られた財源の中で、望ましい財政の在り方を考える。

イ 既習の内容や資料に基づき、根拠をもって自分の考えをまとめ、提案させる。

ウ 町づくりというシミュレーションを通して、財政の働きを理解させる。

② 指導上の工夫

ア 町づくりを通し、現実の経済に対する関心を高め、身近で具体的な事例を取り上げ、

学習を展開し、経済的な事象をとらえる見方や考え方の基礎を養う。

イ 既習内容や様々な資料などを活用することや 「市長の立場と市民の立場になって町、

を考える」学習を通し、多面的・多角的な見方や考え方を必要とする場面を設定する。

ウ 根拠となる資料等に基づいて発表し、社会科で身に付けさせたい表現力を養う。
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③ 学習指導案

〈第５時 市長になって町を作ろうⅡ－１〉

学習内容 学習活動 支援・留意点 評 価

・今回と次回の学習活動 ・本時の学習内容と次回の ・今回と次回の授

導 の確認を行う。 発表の流れと要点について 業の流れについて

入 確認をする。 説明する。

市長になって町づくり 【関心】・どのような町にするか考

える。 作業に積極的にを考える
・これまでの学習の成果 ・町のキャッチフレーズを ・ 必 ず 町 の 特 色 参加し、自分の

展 を生かし 市長になって 考える。 （キャッチフレー 考えを述べてい、 、

グループごとに町づくり ・町の特色を考える。 ズ を考えさせる る。） 。

開 を行う。

【思考】
・限られた財源の中から、 ・ 予 算 に つ い て 市民にとってど

何に重きを置くのか、優先 は、あくまでも架 のような町がい

順位はどれかを考える。 空のものであるこ いか、また、限

・町をつくるにあたり、歳 となど、実際と違 られた財源をど

入、社会資本設置に必要な うものについて説 のように分配す

金額、市民の要望、などを 明をする。 るか考えながら

基に予算を考えながら進め ・消防などの施設 取 り 組 ん で い

る。 数については、Ａ る。

・発表の準備をする。 ・あらかじめ用意した地図 区を目安としたデ

上に社会資本等のアイコン ータを基に考えさ

を配置し、町づくりに取り せる。

組む。

・できあがった町や予算案

について、なぜそのような

町にしたのか市民に根拠を

示しながら説明できるよう

考える。 ・市長として、市

・予想される市民の声を考 民に理解してもら

える。 うように、根拠と

・今後の見通しや課題を考 なることを考えな

【資料】える。 が ら 準 備 を さ せ

・１回目の町との違いを考 る。 数値を基にグラ

える。 フ化できる

・町の予算案をグラフ化

、 。し 予算の特色を表現する

ま ・次回の発表に向けての ・ワークシートを基に発表 ・次回の予告をす

と 準備を行う。 原稿を考える。 る。

め

＊使用教材・教具：町づくり用自作マップ、建物等のアイコン、ワークシート

〔評 価〕

・ 限られた財源の中で、望ましい財政の在り方を考えることができたか。

・ 町づくりというシミュレーションを通して、財政の働きを理解することができたか。
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〈第６時 市長になって町を作ろうⅡ－２〉

学習内容 学習活動 支援・留意点 評 価

導 ・本時の流れを確認する。

入

・グループごとに、前時 ・町づくり用自作マップを ・発表の場が活発

に作り上げた町と予算案 実物投影機を使って映す。 になるよう雰囲気

を発表する。 ・キャッチフレーズを発表 づくりに気を付け

する。 る。

展 ・町の特色と理由を資料に

基づいて説明する。

開 ・予算のグラフを実物投影

機を使って映し、その特色

を発表する。

市民になって町づくり 【思考】
・他の班の発表を聞き、町 ・市長として予想 市民として課題を考える

・その町に住む市民とし に住む市民として考える。 した質問について を見い出してい

て考える。 ・ワークシートに市民とし は、市民の質問が るか。

て感じたことをメモし、感 十分出されてから

想を記入する。 述 べ る よ う に す

る。

【関心 【思・学習内容について振り ・アンケートに答える。 】
考】ま 返る。 ①財政に対して関心をもて

と たか。 これまでの学習

め ②財政に対して理解を深め を踏まえ、自分

られたか。 の考えをアンケ

③より広い視野に立って財 ・地方自治や政治 ートにまとめる

政を考えられたか。 参加についても触 ことができる。

れる。

＊使用教材・教具：町づくり用自作マップ、建物等のアイコン、実物投影機、ワークシート

〔評 価〕

・ 既習の内容や資料に基づき、根拠をもって自分の考えをまとめ、提案することができた

か。
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（７） 授業の考察
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アンケートの結果により、数値的には多くの生徒が学習活動及び現実の社会的事象に対する

関心を高め、学習内容への理解を深めることができたのではないかと考えられる。

① 学習活動及び現実の社会的事象に対する関心を高める。

＜生徒の意見より＞

「町のお金について考えたことはなかったので、市長になって町をつくるのは楽しかっ

た 「私の住んでいる区はどんなことを考えてつくられてるのかな、と思った 「町の。」 。」

建物などを見て、これも税金でつくられてるのだな、と思うようになった 」。

このことから、町づくりを通して財政や税などの事柄が、多くの生徒にとって身近なものと

なったと考えられる。

② 国や地方公共団体の経済的役割を理解する。

＜生徒の意見より＞

「何で税金なんて払うんだ？と思っていたが、自分達が払った税によって、区をはじめと

した色々な場所で役立っているのだなとわかった 「税の負担が多い分、私達の生活を。」

支えてくれている。私達は税金を払うことで生活を保障されている 「限られたお金の。」

中で、大きな国の借金、市民の要望の多さに対応しなければならないので、使い方がとて

も難しいことがわかった。

このことから、生徒は、財政や税、福祉などの学習内容を身近な生活と結び付けて理解して

いるということがわかる。さらに、これは知的な理解だけにとどまらず、生徒の行動面にも結

び付くことが期待できるのではないだろうか。

③ 資料に基づいた多面的・多角的な考察ができる。

＜生徒の意見より＞

「１回目の町づくりは、自分達のことだけ考えたが、２回目は市民の声をもとに様々な人

の立場を考えてつくった 「予算や少子高齢化、建物の配置のことなど、いろいろなこ。」

とを考えながら町づくりを行った 」。

このことから、生徒達が、複数の資料やこれまでの学習内容、社会的事象を踏まえ、試行

錯誤しながら町づくりを行い、多面的・多角的な考察ができたと考えられる。

④ 公正に判断するとともに適切に表現する能力や態度を身に付ける。

＜各班の発表より（一部抜粋）＞

「私達は 『安全でだれもが住みよい町』をつくりました。学校や保育園のそばに交番を、

置き、安全面を強化しました。なぜこのような町にしたかというと、最近、凶悪な事件が

増えていると思うからです 」。

「私達は 『高齢者が住みやすく楽しい町』をつくりました。そのため、高齢者への手当、

を多くしました。なぜ、このような町にしたかというと、近年、少子高齢化が急速にすす

んでいて、市民の要望もあったからです 」。

、 、 、このように 生徒なりに知っていることや学んだことなどを基に 人間尊重の視点に立って

表現しようという態度が多くみられた。
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３ 研究のまとめと今後の課題

（１） 研究のまとめ

本分科会では、生徒が身近にとらえにくいと考えられる政府の経済活動を、町づくりという

具体的な作業的・体験的な学習を取り入れて理解させることを試みた。その結果、多くの生徒

が意欲的に楽しんで取り組んでいる様子が、授業やアンケートなどからうかがえた。また、前

述のように、多くの生徒が仮説に述べた理解力・思考力・表現力を養うことができたと考えら

れる。

今回の成果の一つとして、生徒達が自分の住む区や市の財政について着目し始めたことやわ

が国の財政についても関心が高まったことがわかる。よって、今回のように抽象的な概念を作

業的・体験的な学習として教材化することは、生徒の経済の基本的な概念についての関心を高

めることと理解を深めることにつながり、多面的・多角的な思考力や適切な表現力を養う上で

も効果的だったと思われる。このようなワークシート等を工夫した作業的・体験的な学習は、

個に応じた指導の一つの手立てとして、生徒の理解力・思考力・表現力を伸ばすことだけでな

く、これからよりよい社会を築いていこうとする意思や態度をはぐくむことにも効果的である

と考える。

（２） 今後の課題

第一に、生徒の意見で「予算と市民の声を考えるのに精一杯で、建物の配置まで考える余裕

がなかった」というものがあった。町づくりの要素・条件を複数の資料に示し、読み取らせる

ことが今回の目的であったが、混乱したり難解に感じたりした生徒もいたようである。今後は

どの程度、内容を精選していくか検討が必要である。

第二に 「Ａ市」の予算や建物の金額は現実的なものとは差が大きい。また、公的機関は設、

置者が国や都道府県などと異なる。予算は税収のみではない上に、建物の建築費用に耐用年数

や人件費等までも考慮することは困難である。また 「Ａ市」だけでは設置できる公的機関は、

限られる。今回は、限られた予算の中で何を取捨選択するか、ということを目的としているた

、 。 、 。め これらのことを簡略化した設定とした しかし これらの設定は今後も検討の余地がある

第三に、今回は生徒たちが市長の町づくりに市民の立場から意見することが少なかった。市

民と市長のそれぞれの立場に立った生徒同士の議論を充実させる工夫が必要である。今後は、

社会科だけでなく他教科との連携も行い、プレゼンテーション力も高めていくことも大切であ

る。

今回は、財政を市長としての視点でとらえさせ、その後、地方自治を市民としての視点でと

らえさせていこうという設定にした。しかし、財政と地方自治の学習を合わせて行い、両者の

視点をとらえさせた上で町づくりを行うという方法も考えられる。今回は、財政の面から考え

た町づくりだったが、地方自治からの町づくりも充分可能である。実際に、住んでいる町につ

いて考えていることや身近な人へのインタビュー、実地調査などを盛り込んでいけば、また違

った町づくりが見えてきて、学習効果を高めていくものと考える。
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Ⅲ 公民的分野（第２分科会）の研究内容

１ 研究副主題及び副主題設定の理由

研 究 副 主 題

新しい司法制度に関心をもち、公正な判断や行動のできる能力と態度を育成する指導の工夫

（１） 研究のねらいと研究の仮説

中学校学習指導要領社会科公民的分野の目標には（１ 「国民主権を担う公民として必要な）

基礎的教養を培う （４ 「公正に判断するとともに適切に表現する能力と態度を育てる」こ」、 ）

とが示されている。また 『平成１５年度教育課程実施状況調査 教科別分析と改善点（中学、

校・社会 』には公民的分野の課題の一つとして「政治や経済の基本的な概念は抽象的である）

ため、それを言葉として学ぶだけでは実生活において生きて働かせることも、見方や考え方と

して身に付けることもできない とある これらのことを踏まえ 本分科会では研究仮説を 具」 。 、 「

体的な事例を基に様々な立場を想定し、生徒自身に多面的・多角的に考えさせる指導により、

公正に判断し、適正に表現できる力と態度を育てることができる」とし、上記の仮説を検証す

るために、司法制度改革の大きな柱として平成２１年５月までの間に導入される裁判員制度を

取り上げることとした。

（２） 研究の題材

国民が裁判に参加することによって、法律の専門家ではない人たちの感覚が、裁判の内容に

反映され、司法に対する信頼や理解を深めることが期待されている裁判員制度は、現中学校３

年生が成人する時点では既に導入されており、１年間で３１０人から６２０人に１人が裁判員

候補として呼ばれることが予想されている（ 私の視点、私の感覚、私「平成２１年スタート！

の言葉で参加します。裁判員制度」最高裁判所 法務省 日本弁護士連合会 より 。一般国）

民が評議・判決に参加する裁判員制度は国民にとっては言わば新しい義務と言える。本分科会

では、この裁判員制度を題材として取り上げ、学習の中で課題を追究・考察・発表する学習を

展開し、研究仮説にせまることができると考えた。

２ 検証授業

（１） 単元名 民主政治と政治参加（国の政治の仕組みを考えよう）

（２） 単元のねらい

この単元は、大項目のねらいとして、民主主義の基礎には個人の尊厳と人権の尊重という考

え方があること、また、国や地方公共団体の政治の仕組みについて考えさせるとともに主権者

とての政治参加の在り方について考えさせ、民主主義に関する理解を深めさせることが示され

ている。また、人類の一員としてよりよい社会を築いていくために解決しなければならない様

（ ）。々な課題について考えさせることをねらいとしている 中学校学習指導要領解説社会編より
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これらのことを受け、本単元は人権と日本国憲法の基本原則を学んだことを踏まえ、議会制

民主主義の意義や現代の我が国の民主政治について、具体的に理解することをねらいとする。

さらにこれらの発展的な学習として、平成１６年５月２８日に公布された「裁判員の参加する

刑事裁判に関する法律」により、平成２１年５月までの間に実施される裁判員制度を題材とし

て取り上げる。

実施される裁判員制度は、我が国の司法にとって大きな意義をもつだけではなく、主権者と

しての政治参加の在り方やよりよい社会を築いていくために解決しなければならない様々な課

題を考えるという観点からも、生徒の関心が高まる具体的な題材であり、本単元のねらいに即

していると考えた。

（３） 単元の目標

本単元は、将来国民主権を担う生徒たちに、議会制民主主義の意義、議院内閣制の仕組み、

国民の権利・義務を保障し社会秩序を維持するための裁判の働きなどについて学習させる。そ

の際、基本的な事項について理解させるとともに、国会見学・選挙の投票率の調査・裁判員制

度導入に関してなど具体的な社会的事象を資料に基づいて考察し、正確にとらえ、公正に判断

し行動のできる能力と態度を育てるため、以下のような目標を設定した。

① 人々の願いと政治への期待を通して、政治への関心を高める。

② 政治は人々の願いを実現し、よりよい社会をつくるためのものであることを理解する。

③ 国会を中心とする我が国の民主政治の仕組みのあらましを理解し、議会制民主主義の意

義について考える。

④ 法の役割と裁判所の働きについて理解する。

⑤ 現行の司法制度の課題を考え、裁判員制度導入の意義を理解する。

（４） 指導計画（１０時間扱い）

① 議会制民主主義と国会（１時間） ⑤ 法を守る裁判所 （１時間）

② 国会のはたらき （１時間） ⑥ 裁判の種類と人権 （１時間）

（ ）③ 行政と内閣 （１時間） ⑦ 裁判員制度 ３時間・本項目

④ 現代の行政 （１時間） ⑧ 三権の抑制と均衡 （１時間）

（５） 研究仮説の検証に当たって

研究仮説を検証するに当たっては、上記（４）⑦の導入時と終了時に生徒にアンケートを実

施し 「公正な判断力 「適正な表現力と態度」に関する変容をはかることとした。まず⑦の、 」

導入時では、裁判員制度についてのアンケートを実施し、このアンケートにより生徒が裁判員

制度についてどの程度の関心をもっているか等を確認し、⑦の第３時終了時における「態度・

意欲」の変容の規準とした。また、アンケートの結果を受けて、⑦の第１時では、裁判員制度

の内容や仕組みについての概要を生徒に理解させ、四コマ漫画を資料にした架空の傷害致死事
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件の事例（ｐ１９参照）を考えさせることから、この時点での生徒の「判断力 「表現力」を」

確認し、変容をはかるための規準とした。⑦の第２・３時では 「生徒裁判員」による模擬評、

。 、 、議・判決等を行わせた この模擬評議・判決では 法務省が企画・作成したビデオを視聴させ

ワークシート（ｐ２０参照）に基づいてグループごとに模擬評議・判決を行い、判決と理由を

発表させた後、他のグループとの質疑を行った。⑦の第３時のまとめでは、ゲストティーチャ

ーの裁判官から生徒が行った評議・判決についての感想等を話してもらうことにより、生徒の

関心・意欲が一層向上することを期待した。

第３時終了後、この授業が「公正な判断力や適正な表現力を高めることができたか。同じ社

会に生きる人間として、一人一人が問題を共有して考えることができたか」について有効であ

ったのか、再びアンケートを行い、生徒の変容をはかることで検証とした。

（６） 本項目の指導内容

① 本項目 裁判員制度

② 本項目設定の理由

平成２１年５月までの間に裁判員制度が導入される予定である。これを受けて、これからの

社会科教育の指導の中では以下のような課題が考えられる。

ア 裁判員制度について正しく理解し、それに対しての見方や考え方の基礎を養うこ

と。

イ 社会の価値観が多様化する中で公正な判断ができる能力を育成すること。

ウ 事例を基に自ら考え、表現する能力を育成すること。

また、国民としての義務である裁判員に選ばれた場合、裁判官や他の裁判員と評議をしてい

く中で、自らの意見をしっかりと述べ、裁判員として責任ある発言や行動をとることが必要で

ある。そのためにも公正に判断する力と適切な表現力の育成がより一層必要とされる。

そこで、具体的な事例を生徒に提示し模擬裁判を体験させる。ゲストティーチャーとして裁

判官を迎え、より現実感のある雰囲気の中でグループごとに評議を深めて真実を追究し、判決

を行わせる。こうした流れの中で、生徒の公正に判断する力と適切な表現力を高めることを目

的にこの項目を設定した。

③ 目標

ア 裁判の種類と裁判官・検察官・弁護士の役割を理解する。

イ 新しい司法制度である裁判員制度の仕組みと導入の背景を理解する。

ウ 司法への関心を深め、裁判員として必要な公正な判断力を身に付ける。

④ 指導上の工夫

ア 具体的な事例を通して、多面的・多角的に考えさせる。

イ ワークシートを工夫し、論理的に思考し判断した結果を適切に表現できるような学習

に結び付ける。

ウ 視聴覚教材を利用し、臨場感を高めることにより関心・意欲を引き出す。

エ 裁判員の模擬評議・判決を通して、社会を構成する一員であることを自覚させる。
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⑤ 「裁判員制度」についての指導計画（３時間）

時限 学習目標・内容 学習活動 学習の評価 指導上の留意点

○新しい司法制度である ○ワークシートを基に、 【関心】 ○裁判員制度は新し第

裁判員制度の仕組みを理 裁判員制度の仕組みにつ 作業課題に意欲的に取り い司法制度で、平成１

解する。 いて基本的な内容を理解 組んでいる。 ２１年度より導入さ時

する。 れることを告げる。

○裁判員に選ばれる

○裁判員の判決がどのよ ○ビデオの視聴によって 【知識】 可能性があることを、

うに行われるかを知る。 裁判員に選ばれる手続き 裁判員制度の仕組みの基 伝え、制度の意義に

○裁判員に必要な公正な を知る。 本的な内容について理解 ついての理解を促

判断力を養う。 ○裁判員制度が導入され できる。 す。

る背景を考察する。

○ワークシートにあげら 【資料】 ○判断に迷うような

れた具体的な事例につい ビデオから裁判員に選定 事例を取り上げる

て、裁判員として公正な される過程を読み取るこ が、ここでは極力助

判決を出すために必要な とができる。 言をせずに取り組ま

被告人への質問を考える せる。。

【思考】

公正な判決を出すのに必

要な材料をより多く集め

ることができる。

○裁判員制度の仕組みに ○前時に行ったワークシ 【関心】 ○話し合いが積極的第

ついて認識を深める。 ートの被告人への質問を 自分の意見をはっきりと に行われるよう指導２ 、

班の中で発表し合い、ど 述べている。 ・助言を行う。時

の様な質問がより有効か 作業課題に意欲的に取り

を確認しあう。 組んでいる。

【資料】

ビデオから事件の概要を

読み取ることができる。

○裁判員に選ばれたと ○もしも自分が裁判員に 【思考】 ○裁判員は国民の義

き、どの様な姿勢で取り 選ばれたら、どの様な心 裁判員となった時、様々 務としてとらえ、選

組むべきかを考える。 構えで裁判に臨むかを考 な資料から自分なりの考 ばれた場合にはその

える。 えをまとめなければなら 責任を果たすために

○ビデオの視聴により、 ないことを理解できる。 全力で取り組むべき

次の時間に考える事件の ものであることを認

概要を確認し、ワークシ 識するように促す。

ートに問題点を書き出し ○事件の概要と、そ

てみる。 の争点について確認

させる。

○裁判員として、事件に ○ ビデオの視聴により、 【関心】 ○事件の争点のポイ第

取り組む。 本時で扱う事件の概要・ 自分の意見をはっきりと ントが明確になるよ３

争点を再確認し、ワーク 述べている。また、他者 う、アドバイスをす時

シートに自分の考えをま の意見を真剣に聞こうと る。

とめる。 している。 ○グループでの話し

本 合いが積極的に行わ

時 れるよう指導・助言

を行う。

○裁判官からのアドバイ ○グループでの話し合い 【思考】 ○学級としてみんな

スや他者の意見を参考に において本事件の争点を 色々な意見を参考にし が納得するような結
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しながら、公正に判断し 確認し、グループとして て、自分なりの結論を導 論が導き出せるよう

行動できる能力・態度を の結論を出し発表する。 き出すことができる。 にする。

育てる。 ○裁判官からのアドバイ

スを参考にして、学級と

しての結論をまとめる。

（７） 本時（第３時）の指導

① 本時のねらい

本時では、主に裁判員制度に関しての具体的な社会的事象を資料に基づいて考察し、正確に

とらえ、公正に判断し行動のできる能力と態度を育てることをねらいとする。グループでの評

議が活発に行われ、全員が納得のいく判決を出すことで適切な表現力を育成する。

② 指導上の工夫

ア ゲストティーチャーとして裁判官に授業に参加してもらい、適宜助言をしてもらう。

イ グループでの討議を通し、一人一人の表現力を高めさせるとともに、合意形成の重要

性を学ばせる。

ウ 画用紙にグループの評議結果や問題点等を書き出し、学級全体で討議する時に各グル

ープの内容がわかるようにする。

③ 本時の学習指導案

時限 学習目標・内容 学習活動 学習の評価 指導上の留意点

導 ○前時のビデオの事件を ○事件の概要をワークシ 【資料】 ○裁判官はグループ

入 振り返り、模擬評議を行 ートの文章で確認する。 本時で扱う事件について の話し合いに具体的

う準備をする。 の概要や争点を考えるこ なアドバイスをして

。とができる。 くれることを告げる

展 ○裁判員の模擬評議をグ ＜個人作業＞ 【思考】 ○さまざまな証言に

開 ループごとに行う。 ○被告人の殺意の有無に ○より多くの情報を分析 ついて考えるポイン

ついて、自分の意見を理 し、多角的・多面的に考 トを提示し、参考に

由とともにワークシート 察し、事実を正確にとら させる。

に記入する。 えられる。

【関心】

＜グループ作業＞ ○積極的にグループの話 ○各グループに進行

○樹形図状の資料を基に し合いに参加している。 役を指示する。、

判決をグループごとに導

き出す。

○話し合いの結果を発表 ○各グループから判決を 【思考】 ○発表では判決に至

する。 発表し、それに至った評 ○公正に判断した結果を った理由を説明する

議の様子を発表する。 適切に表現できる。 ように指示する。

○各グループの判決

に対して、裁判官か

。ら講評をしてもらう

ま ○裁判官のまとめの話を ○裁判官から裁判員制度 【関心】 ○仕事のエピソード

と を聞く。 の意義についての話を聞 ○裁判官の話から聞き取 なども交えながら、

め く。 ったことを文章にまとめ 裁判官に話をしても

○裁判員制度についての ることができる。 らう。

意見や気付いたことをワ ○裁判員制度について自

ークシートに記入する。 分なりの意見を記入でき

る。
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○裁判員制度を通して理 「裁判員に選ばれたら、 ○意識の変化を知る

解し、司法への関心を深 やってみたいか？」考え ために、導入時と同

める。 る。 じ質問をする。

④ 評価

ア ビデオ教材の中で扱われている刑事事件についての事実関係を把握できる。

イ 裁判員の模擬評議に積極的に参加し、意見を発表することができる。

、 。ウ より多くの情報を多面的・多角的に考察し 公正に判断した結果を適切に表現できる

エ 裁判官の話を聞き、裁判員制度や司法について自分なりの意見を構築できる。
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４ 検証授業の考察

授業では、事例に対して自らの意見をまとめた後、グループで発表することにより、表現力

を高めることをねらいとした。また、アンケートにより、模擬評議・判決によって適切・公正

な判断力が高められることを検証した。

（１） 事例を基に、自ら考え表現する力が身に付いたか

本時の前に裁判員制度を正しく理解し、その課題についても考える時間を設けた。正しい知

、 。 、識とその問題点を理解することがなければ 事例について公正な判決は見いだせない そこで

まず裁判員の選出方法や扱う事件などの概要を理解させた。次にその問題点を整理し 「もし、

自分が裁判員となり評議・判決することになったら」ということを考えさせた。

授業においては、生徒は事例に対して法律などに照らし合わせて自らの考えを整理し、グル

ープ内で発表した。検討し、意見を出し合うという活動の中で、生徒はグループの合意形成を

図るために、自らの意見を適切に表現し、意欲的に意見を発表しつつ、協調性を保ちながらま

とめようとしていた。

（２） 公正な判断ができる能力を育成することができたか

事例を基に話し合いを進め、自分の意見を発表したら、このことが公正であったかを確認す

ることが必要である。そこで、各グループの意見発表後に裁判官に模範的な判決例を話しても

らった。判決が裁判官のものと近いものになっていれば、公正な判断ができたという達成感も

得られるが、判決が裁判官の判決とは異なった場合でも、模擬評議・判決を通して事例につい

て「自ら考え、合意を形成し、発表する」このような学習活動は、今後の正しい判断、公正な

判断につながると考えられる。

裁判員制度は、国民に裁判に積極的に参加してもらい、多くの意見を出し合う中で裁判官が

総合的に判断し、判決を行う制度である。このことからも、今回の授業は、生徒一人一人が多

面的・多角的に考察したり、様々な人の立場に立って考えることの体験が重要である。裁判員

制度の学習においては、知ること、考えることを第一歩とし、今後の意識付けとなること、興

味・関心をもち考えを深めることも目的の一つである。

（３） ゲストティーチャーとして裁判官が授業へ参加する効果について

東京地方裁判所の裁判官派遣制度を活用し、裁判官を授業に招き、事例についての模範的な

判決、生徒や教師への助言等をお願いした。このことにより生徒は、よい意味での緊張感をも

ち、授業に対する興味や関心も高まった。

また、架空の事件を基にして話し合い、判断する活動であるため、ゲーム感覚になりがちで

あるが、裁判官の「人が人を裁き、人の一生を左右する厳しい仕事」とのまとめの話は、改め

て人間尊重の視点をもって、他の人のことをその人の立場に立って考えたり、共感的な理解を

図ったりすることの大切さを生徒に感じさせることができた。

このことは、ゲストティーチャーを活用するしないにかかわらず、教師が指導の視点として

留意すべきことであると考える。
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（４） アンケートから見る生徒の変容

。 「 」 、本分科会の主題は２つの部分に分けられる 一つは 新しい司法制度に関心をもち であり

もう一つは「公正な判断や行動のできる能力と態度を育成する」である。本授業がこの２つの

主題がもつ目標にせまることができたかを検証するために、生徒に対してアンケートを実施し

た。

、「 」 、 。まず 裁判員制度 第１時に裁判員をやってみたいかどうか 生徒にアンケートを行った

同じアンケートを第３時後にもう一度実施し、授業の前後で裁判員制度に対する生徒の意識の

変化を考察してみた。この結果、授業前よりも授業後では「やりたくない」と答えた生徒が減

少し 「ぜひやってみたい」と答えた生徒が増加した（アンケート結果①表 。これにより、、 ）

本授業を通して裁判員制度の意義を理解し意欲的にかかわっていこうという生徒の変容が認め

られ、新しい司法制度に生徒がより関心をもつようになったと考えることができる。

また、第１時では、裁判員制度の内容や仕組みについての概要を生徒に理解させ、四コマ漫

画を資料にした架空の傷害致死事件の事例から被告人に対して、真実を明らかにし公正な判決

を導くために裁判員としてどのような質問をしていくかを記入させた。同じアンケートを第３

時後にもう一度実施し、授業の前後で被告人に対する質問数の変化を見ると、授業前よりも授

業後の質問数が増加した（アンケート結果②表 。）

これにより、本授業を通して社会的事象に対してより多くの情報を求め、より多角的な視野

をもって判断しようとする生徒の変容が認められる。このことから、他の人のことを自分のこ

ととして考え、真実を見極めようとする生徒がより多くなったと考えることができる。

【アンケート①】 【アンケート②】

裁判員をやってみたいか 傷害致死事件の被告人にしてみたい質問の数

授業前 授業後 授業前 授業後

ぜひやってみたい ７ １９

やってみたい ２７ ２９ 生徒一人あたり ３．２８ ４．５９

あまりやりたくない ４５ ４２ の質問数

やりたくない １７ ６

Ａ区立中学校・第３学年（ 名）Ｂ区立中学校・第３学年（ 名）に実施33 63

（５） 生徒の感想文から見る考察

生徒Ａ

「裁判の仕組みは、かなり詳しく学習したと思う。人権の学習からの流れであったので理解

しやすかった。裁判員制度も、中には面倒くさいという人もいるが、他人の意見を聞ける機

会もそうないだろう。３人より９人のほうが幅広く、よりよい内容を導き出せそうな気がす

る。裁判官の方がどういった観点で判断をしているかがわかった 」。
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生徒Ｂ

「裁判員制度の『あえて法律の知識を知らない人を呼んで意見を反映させる』という考え方

に共感できるようになった。素人だから疑問に思ったり気付いたりすることもあるかもしれ

ない。裁判員に選ばれた人にとっても、よい経験になると思う 『自分の発言によって一人の。

人生が左右される』という重大な仕事だが、それだから得られるものも大きいと思った」

生徒Ｃ

「もしも裁判員に選ばれたとしたら、人が着目しないところに着目し、事件をいろんな所か

らみて考えたいです。そして、考えるときは、もし自分が容疑者、被害者だったらどうする

か、どう考えるか、と様々な人の立場を理解して考えたいです」

生徒のワークシートには 「裁判官の判決に至るまでの観点がわかった」や「事件を様々な、

視点で考えたい」等の記述があり、本授業におけるグループ活動は 「適切な表現力を身に付、

ける」というきっかけとなったのではないかと考えられる。

今回は、裁判員制度における模擬裁判という疑似的体験ではあったが、生徒自身が判決を考

える上で 「自分のことと照らし合わせて判断すること」の重要性に気付くことができた。課、

題としては、前掲のアンケート①にもあるように、自分の意見を発表することや他の人を納得

させることの難しさを実感し、裁判員を行うことに対して消極的な気持ちの生徒もみられたこ

とである。

しかし、講義形式の一斉授業では「資料に基づいて考察し、正確にとらえ、公正に判断」す

ることや「自分の考えを根拠をもって述べる」などの必要性を学習しても、生徒は実感をとも

なって理解するのは難しかったと考えられ、生徒が自分という「個」をしっかりもって他の人

とかかわり合うことの大切さにも気付くことができたのではないかと考える。

生徒による模擬評議・判決 法服姿の裁判官
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５ 研究のまとめと今後の課題

（１） 研究のまとめ

本分科会では「具体的な事例を基に様々な立場を想定し、生徒自身に多面的・多角的に考

えさせる指導により、公正に判断し、適正に表現できる力と態度を育てることができる」を仮

説とし、平成２１年５月までの間に導入される裁判員制度を取り上げ、それを模擬的に体験す

ることにより、国民主権を担う公民としての公正な判断や行動のできる能力を身に付けていく

過程を研究した。具体的な事例を提示し、まず生徒自身で判断し考えをまとめ、グループの討

議の中で合意を形成していく活動を重視した。その結果、以下のことが明らかとなった。

① 事例を基に、自ら考え表現する力を付けることができた。

公民的分野においては、民主主義と人権尊重の原理に則り、自己の一面的な判断に終始する

ことなく「様々な立場を想定し、多面的・多角的に判断をすること」が重要である。そのため

、 、 。 、にもまず 自らの考えを根拠に基づいて 適切に表現し伝える力が必要である 検証授業では

ビデオ「裁判員制度」を基に、裁判員になって、ビデオに出てくる事件の内容を追いながら、

自分なりの判決を導き出させた。その後のグループ討議で、裁判員制度の評議と同様に、自分

の考えを発表することから始めさせた。討議の中で生徒達は、他の意見を聞き自分の考えを再

構築し討議に参加していた。その討議の中で、それぞれが自らの考えを具体的に表現し、意見

の異なる者を納得させるための活動がみられた。

② 公正な判断ができる能力を育成することができた。

客観的な事象の内容を公正に判断するためには、まず自ら必要な情報を探し分析し、自分の

考えをまとめることが大切である。その上で、自分の考えと他の人の考えとを比較検討してい

かなければならない。検証授業では、ワークシートを工夫し、事件の概要や被告人の供述など

を記入していく過程で、必要な情報を集め、それを分析しながら自分の考えをまとめさせる個

に応じた指導の工夫を図った。そしてグループ討議を通し自分の考えと他の人の考えとを比較

検討する中で 「様々な立場を想定し、多面的・多角的に判断をする」ことの重要性に生徒は、

気付くことができた。そのことを踏まえ、討議を進めたグループでは、一人一人が納得する結

論を導き出すことができ、より公正に判断することができた。また、裁判官が授業に参加する

ことにより、的確なアドバイスを受けることができ、生徒の授業への関心や意欲も高まった。

さらにグループ討議で出た結論に対しての評価にも説得力があり、公正な判断力を育成する一

助となった。

（２） 今後の課題

具体的な事例を取り上げ多面的・多角的に追究する学習は、公民的分野の他の単元でも十分

応用が期待できる。たとえば「新しい人権」の単元で、現代社会における問題点を洗い出し、

その問題を解決するためにどのような制度、法律等が必要か検討させることもできると思う。

グループ討議の場面では、その討議の最終的な目的を明確にし、個人の意見を尊重しつつ、

グループの合意形成ができるよう教師が支援することが大切である。また、今回はビデオとい

う視覚的な資料を活用したが、生徒達に事例を提示するとき、実感として感じられる資料の選

択が、重要なポイントになると考える。
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